
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

令和７年度防災行政無線同報系操作卓更新工事  
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令和７年（2025年）５月 

 

茅野市 総務部 防災課 



１ 目的 

    茅野市（以下、「本市」という。）では、防災行政無線同報系の操作卓を更新するにあたり、専

門的な知識ノウハウの豊富な事業者から優れた提案・支援を受けることにより、発注者におけ

る防災情報伝達の課題を解消し、無線設備の充実のみならず、より強固な防災情報伝達を実

現し、より安全なまちづくりを目指すことを目的とする。 

 

２ 工事概要 

（１）工 事 名   令和７年度防災行政無線同報系操作卓更新工事 

（２）工事内容   別紙の「基本仕様書」による。 

（３）発 注 者   茅野市長 今井 敦 

（４）履行期間   契約締結日から令和８年３月３１日まで 

※契約締結日は、令和７年８月下旬を予定している。 

（５）事業限度額 金１１４，７４１千円（消費税及び地方消費税を含む。） 

※この金額は見積合わせ時の予定価格となるものでない。 

 

３ 事業者の選定方法 

本工事は親局設備の更新であるが、子局の更新方法や変調方式の選択、既存設備の有効利

用などを総合的に判断して決定する必要がある。 

よって、「茅野市プロポーザル方式実施要綱」に基づき、プロポーザルにより提案者を公募し、

総合的な見地から判断して最も適した提案者（以下、「特定者」という。）を特定することとする。 

 

４ 参加資格に関する事項 

本プロポーザルに参加できる者は、以下に掲げる要件を全て満たす者とする。 

ただし、提案者が、提案書の提出から契約の締結までの間に参加資格を有しなくなった場合

は、その時点で失格とする。 

（１） 地方自治法施行令（昭和 22 年政令第 16 号）第 167 条の４第１項各号（第 167 条の 11 第

１項において準用する場合を含む。）のいずれかに該当しないこと。 

（２） ６０ＭＨｚ帯同報系防災行政無線機器の製造会社または、当該製造会社から機器供給証

明書を受領しているものであること。ただし、同一の機器製造会社または同製造業者の関係す

る１者のみの参加とし、複数の参加は認めない。なお、資本関係等にある企業全体で機器供

給証明書は１枚のみ有効とする。 

（３） 平成２７年４月１日以降、国または地方公共団体と６０ＭＨｚ帯同報系防災行政無線システ

ム（親局設備及び屋外拡声子局設備を含むこと）の構築業務を元請として契約を締結し、完了

した実績があること。また、当該システム構築後の保守管理の契約を締結した実績があること。 

（４） 茅野市建設工事等入札参加資格者に係る入札参加停止措置要領（平成 21 年茅野市告

示第 98号）の規定による入札参加停止を受けていないこと。 

（５） 茅野市暴力団排除条例（平成 24 年茅野市条例第 20 号）第２条第１号に規定する暴力団

又は同条例第２条第２号に規定する暴力団員でないこと。 



（６） 提出された書類の記載事項に虚偽がないこと。 

（７） 本工事を円滑に遂行できる安定的かつ健全な財務能力を有し、以下の要件を満足してい

ること。 

ア 国税又は地方税を滞納していないこと。 

イ 民事再生法（平成 11年法律第 225号）に基づき再生手続開始の申立てがされていない

こと。 

ウ 会社更生法（昭和 27年法律第 127号）に基づき校正手続を行っていないこと。 

エ 有効な経営事項審査を受けていること。 

（８） 電波法（昭和 25 年法律第 131 号）第２４条の２第１項による点検事業者の登録を受けてい

ること。 

（９） 事業者要件 

  ア 本市と直接、工事請負契約が締結できること。 

  イ 長野県内に本社、支店、支社または営業所があること。 

  ウ 本市担当課等との連絡調整、打合せ等に適切かつ迅速に対処し、工事内容を確実に履

行できること。 

  エ 本プロポーザルへの参加は、自社及び関連会社を含めて１者のみとする。 

（10） 技術者における資格要件 

  次に掲げる基準を満たす主任技術者又は監理技術者を専任で配置できること。 

  ア 電気通信工事に係る主任技術者となりうる資格を有していること。 

  イ 入札参加資格確認申請の日以前３か月以上の恒常的な雇用関係にあること。 

 

５ 選定方法 

（１） 実施方式  

   公募によるプロポーザル方式 

（２） 審査方法 

   一次審査（書類選考）及び二次審査（プレゼンテーション・ヒアリング） 

（３） スケジュール 

   契約までのスケジュールは次のとおり 

№ 内 容 日 程 

１ 公告 令和７年５月２１日（水）   

２ 現場説明会（要予約） 令和７年６月１０日（火）午後 3時まで 

３ 質問受付期限 令和７年６月２０日（金）午後 5時まで 

４ 質問回答日 令和７月６日２４日（火） 

５ 参加申込期限 令和７年６月３０日（月）午後５時 

６ 提案書等提出期限 令和７年７月７日（月）午後５時 

７ 一次審査（書類）結果通知 令和７年７月１０日（木）予定 

８ 二次審査（プレゼン）の実施 令和７年７月中旬 予定 

９ 選定結果通知 令和７年７月下旬 予定 



10 仕様の決定 令和７年８月初旬から中旬 

11 見積書提出 令和７年８月２０日（水）予定 

12 契約締結 令和７年８月２５日（月）予定 

  

６ 現場説明会 

希望者には、現行システムおよび操作卓設置環境の確認等のため、現場説明会を実施す

る。ただし、事前予約がなければ対応しない。 

 ※現場説明会受付期限：令和７年６月１０日（火）午後３時まで 

 

７ プロポーザル参加表明（参加申請書の提出） 

（１） 受付期限 

     令和７年６月３０日（月）午後 5時まで 

（２） 提出場所 

     茅野市役所 ３階 総務部防災課 （茅野市塚原 2-6-1） 

（３） 提出方法 

     提出場所に持参すること。 

（４） 提出書類 

№ 書 類 名 正本部数 副本部数 様 式 

１ プロポーザル参加申請書 １部 － 様式第２号 

２ 企業概要（パンフ等） １部 １部 任意様式 

３ 経営事項審査結果通知書 １部 １部 写し 

４ 建設業許可書 １部 １部 写し 

５ 電波法による登録点検事業者 １部 １部 写し 

 

８ 企画提案（提案書の提出） 

（１） 受付期限 

     令和７年７月７日（月）午後 5時まで 

（２） 提出場所 

     茅野市役所 ３階 総務部防災課 （茅野市塚原 2-6-1） 

（３） 提出方法 

     提出場所に持参すること。 

（４） 提出書類 

№ 書 類 名 正本部数 副本部数 様 式 

１ 提案書 １部 6部 任意様式 

２ 見積書 １部 6部 任意様式 

３ 維持管理更新費用 １部 6部 任意様式 

４ 実施体制表 １部 ６部 任意様式 

５ 工事実績調書 １部 ６部 任意様式 



 ※留意事項 

№１提案書 

・ 規格は、Ａ4判の任意様式とし、Ａ3判の折畳み可とする。 

・ 連絡先（担当者氏名、電話・FAX番号、電子メールアドレス等）を必ず記載すること。 

・ 事業目的や基本仕様書を踏まえ、詳細な工事仕様について提案すること。 

・ 本工事を実施するにあたり、特にアピールしたい事項又は優位性について、図等を用い 

て、わかりやすく明記すること。 

・ 資料の作成にあたっては、内容をわかりやすく簡潔な表現を用い、専門家でなくても理

解できる記載とすること。 

 №２見積書 

・ 法人の所在地、名称及び代表者名を記入し、代表者印を押印すること。 

・ 内訳書を添付すること。 

・ 本工事費（令和７年度分）の見積書を作成すること。 

 №３維持管理更新費用 

・ 操作卓更新後、１０年間の年度毎の維持管理費用について記載すること。 

・ 令和８年度以降の公認継続に必要とされる改修に係る概算見積書も別途作成すること。 

・ 年度毎の費用、その内訳が分かるように計上すること。 

 №４実施体制表 

・ 現場代理人及び技術者の氏名、資格、経験等を記載すること。 

・ 下請業者を含めた実施体制を記載すること。 

 №５工事実績調書 

・ 本工事と同種工事の実績について、「名称、発注者名、期間、契約金額、内容等」を記 

入すること。ただし、公表できる範囲で構わない。 

 

９ 審査に関する事項 

（１） 一次審査（書類選考） 

ア 審査方法  

提出書類審査にて二次審査に臨める上位３社程度を選定する。なお、応募者が１者の場

合であっても、本市の評価基準に従い審査を行うものとする。 

    イ 結果の通知 

     結果及び二次審査に係る詳細を電子メール又はその他の方法により通知する。 

（２） 二次審査（プレゼンテーション） 

    ア 審査方法 

      一次審査通過者に対し、プレゼンテーションおよびヒアリングを行う。 

    イ 選考時間 

      １事業者あたり説明準備１０分、説明３０分、質疑応答２０分、計６０分を予定する。 

    ウ 説明方法 

     説明は提案書に沿って進めること。ただし、システム等のデモンストレーションを実施する



場合は、専用機器等の持ち込みは可とする。 

    エ 出席定員 

     ４名以内 

    オ 機材 

     モニター等は発注者が用意するが、パソコン等は提案者が用意すること。 

（ＨＤＭＩ端子対応） 

（３） 審査結果の公表 

ア 特定者への連絡は、審査会で特定された後、速やかに電話で連絡する。 

イ 審査結果の公表は、茅野市ホームページにより公表する。なお、電話による問合せは応

じない。 

（４） 審査結果への疑義、質問 

提案者は、審査結果について疑義がある場合は、公表日の翌日から起算して７日以内に、

書面（様式任意）により、その理由の説明を求めることができる。 

なお、他者の結果等についての問い合わせには、回答しない。 

 

  10 提案者の特定 

（１） 提案者の評価は、審査会が行う。 

（２） 審査会は、提案者の提案内容を数値化して評価する。 

（３） 一次審査及び二次審査の合計点が最も高い提案を採用し、特定者とする。 

（４） 特定者の提出書類または提案内容に虚偽があることが判明した場合、次点の提案者を 

繰り上げて特定者に決定する。 

（５） 審査会で特定された提案内容について市と特定者が協議して決定するため、提案時の

条件及び仕様等について修正を行う場合がある。 

 

11 契約に関する事項 

（１） 契約の手続き及び契約書は、茅野市財務規則（昭和 57 年 4 月 1 日規則第 6 号）による 

ものとする。 

（２） 契約締結後においても、本事業の遂行にふさわしくない事項（反社会的行為等）が明ら

かになった場合には、契約約款に基づき、損害賠償等を求めることがある。 

（３） 本事業実施にあたっては、発注者は契約金額の範囲内で完成するものとし、契約の変

更は認めない。ただし、本市の都合により変更を必要とする場合は、その時点で請負者と協

議のうえ、書面で定める。 

 

 12 契約不適合責任 

  （１） 操作卓システムの引渡し後１年間は、受注者が提供した機器等の構築上において契約不

適合が生じた場合、受注者は速やかに、かつ、無償で修復しなければならない。 

  （２） 本市は、契約不適合による損害を被った場合、受注者へ損害の賠償を請求することがで

きるものとする。 



 

 １3 その他 

  （１） プロポーザルに係るすべての費用については、参加申込者の負担とする。 

  （２） 本市が必要と認める場合は、追加書類の提出を求める場合がある。 

  （３） 本市に提出された提案書等の提出物は、本事業の事業者選定以外には使用せず、本市

が任をもって保管、廃棄するものとする。 

  （４） 提出された提案書等の書類に虚偽の記載をした場合は、虚偽の記載をした事業者に対し

て入札参加停止の措置を行うことがある。 

  （５） 提案書等で用いる言語は日本語、通貨は日本円とする。 

  （６） 提案内容に含まれる特許権、実用新案権、意匠権、商標権の日本国及び日本国以外の

国の法令に基づき保護される第三者の権利の対象となっているものを使用した結果、生じ

た一切の責任は事業者が負うものとする。 

  （７） 提案書等の作成のために本市から入手した資料があった場合は、提案書等の作成以外

の目的で使用してはならない。 

  （８） 令和８年度以降において、特別な事情により予算執行が困難となった場合は、本市は契

約を締結しない、または契約を解除することができる。なお、これに伴う事業者の損失につ

いて、本市は損害賠償の責を負わないものとする。 

  （９） 選考結果に対する質問には回答しない。 

  （10） 提案者は、参加申請書の提出をもって、本要領の記載内容に同意したものとする。 

 

 １4  問合せ先 

〒391-0011  

長野県茅野市塚原 2-6-1 

茅野市 総務部 防災課 

電話：0266-72-2101 内線 182.183 

ＦＡＸ：0266-72-9040 

電子メール：bousai@city.chino.lg.jp  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



 


